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第４章　環境と平和

本章では、環境と平和が相互に重要な影響を与え合っているか、という点について、武力紛争が環境に与える影響、環境破壊あるいは環境的欠乏が武力紛争に与える影響、そして、環境と平和の二つの理念に跨る「環境安全保障」の概念の三つの側面から考察する。

４−１　武力紛争がもたらす環境破壊

武力紛争がもたらす環境破壊には、少なくとも次の３つがある。

第一は、武力が戦地の環境を直接破壊するものである
。ヴィエトナムに対する米軍による枯れ葉剤や空爆、ユーゴに対する空爆、湾岸戦争時に大量に使用されたといわれている劣化ウラン弾や油田破壊等、近代戦争による環境破壊は甚大であり、相当の年月を経ても被害の全貌を明らかにすることさえ容易ではない。途上国同士や途上国内部における内戦においては、近代的な兵器、特に大量破壊兵器による大規模な武力行使はむしろ希であり、小火器や対人地雷による兵士及び住民の直接の殺傷を目的として武力行使がなされる。森林や農地を焼き払ったり、小規模発電施設などのインフラを破壊するなどの環境破壊活動を伴う場合も多い。ヴィエトナムの枯れ葉剤の投下によって、30年近くたった現在も障害に苦しむ人がおり、障害児が生まれるなどの被害が続いている
。

第二は、戦闘行為を遂行するための軍需生産や軍資金確保などに必要な諸活動による環境破壊である。軍需生産活動が環境を破壊してきた典型は、日清・日露戦争以来の足尾銅山の鉱害、両世界大戦期における岐阜県荒田川汚染などにおいて見られるが、これらから戦争が「最大の環境破壊源」であると言える（飯島1993）。また、カコーネン（Kakonen 1994）やデュドニー（Deudney 1999）らは、「環境主義の軍事化」という概念を用いて、環境主義が国家安全保障の論理に併呑されてしまうことの危険性を説いているが、伝統的な国家安全保障の論理が戦時下あるいは戦争の脅威が迫っている状況において軍需にかかる諸活動が最優先され、その中で環境主義を凌駕し封殺してしまうという現象も看過できない
。軍資金確保のための活動による環境破壊の例としては、カンボディア内戦中の森林の違法伐採がある。30年にわたる内戦を通じて、同国の森林は、相対立する各派による森林の伐採と他国への輸出によって激減した。この違法伐採は、1991年のパリ和平合意後もポルポト派のみならず政府軍関係者によっても継続された。

第三は、武力紛争によって破壊された社会において、あるいは、避難民の生活によって引き起こされるものである。遺棄農地の荒廃と土壌流出、避難民の集住に伴う周辺森林の過剰伐採や生活環境汚染などが挙げられる。避難民一人当たりの環境負荷は決して大きくはないが、全地球上で5000万人を超える難民や国内避難民などが、人為と生態系との間の微妙なバランスを崩して環境破壊を促進する影響力は全体として相当なものになる。難民等は、１）生存の危機の中で環境資源の持続的活用などを考慮する余裕が全くなく、２）生活燃料などに関し近隣の環境資源を収奪する以外に方途がないことから環境破壊を生み、かつ、３）難民等の発生が集中的かつ急激に生じることによって環境破壊は更に深刻なものとなる。

1994年に発生したルワンダの内戦における難民は、隣国ザイール（現コンゴ民主共和国）に流入しただけで210万人を越え、1時間当たりの流入人口が3万人に達することもあった。これら難民は一時期ザイール東部に集住したが、これは、ルワンダの首都の人口の10倍以上、アフリカ最大の都市人口を誇るザイールの首都キンシャサの人口規模に相当する「難民都市」が生態学的に脆弱な熱帯林の真っ直中に忽然と出現したことを意味する。大量の難民が生きていくのに必要な薪炭等を調達するために一帯の森林資源は猛烈な勢いで消費された。

他方、武力紛争が環境改善をもたらす可能性として、非軍事的生産活動の低下に伴う公害等の減少や、更に武力紛争によって人口が減少したことに伴う環境圧力の減少などが想定される。例えば、12世紀に古代セイロン文明が争いによって急激な人口の減少を伴って崩壊した後、島の環境は一時的に回復した（カーター＆デール1995）。また、先進国による公害輸出や環境資源の収奪が進んでいる国において、武力紛争が生じた場合には、これらの環境破壊が停止されることによって、それ自体単独の影響としては環境破壊の進展を遅らせる効果が認められる可能性はある。しかし、これらの環境改善効果が顕著に認められるような状況を個別にみていくと、その殆どの場合、すでに相当程度の戦禍があり当該社会が壊滅的な打撃を被っていることが前提となる。そのような戦禍がもたらした負の効用との比較において環境改善効果がもたらす正の効用が上回ることは到底考えられない。

このように、武力紛争は環境破壊の大きな原因となる。そして、その被害は、戦闘行為とは必ずしも関係ない地域の住民に及ぶのみならず、多くの場合、将来の世代にまで及ぶことになる。特に、途上国で頻発している武力紛争に関しては、武力の行使による直接の環境破壊のみならず、軍需生産や戦費調達のための諸活動による環境破壊や、紛争難民による環境破壊など、間接的な環境破壊も甚大となることがある。

[image: image1..pict]【図4-1】環境的欠乏・武力紛争の悪循環と社会の問題解決能力

４−２　環境変化に基づく武力紛争

ホーマー・ディクソン（Homer-Dixon1999）は、環境問題が武力紛争に転化するメカニズムを分析しているが、そこにおいて鍵となる考え方は、「環境的欠乏」、「環境的欠乏と社会経済的要因の相互作用」及び「社会の問題解決能力」の３つである。

第一は、「環境的欠乏」（Environmental Scarcity）である。「環境的欠乏」とは、特に、水、土、森林その他動植物資源など再生可能資源が稀少化しあるいは涸渇することを指す。これには、３つの原因がある。

1） 環境資源の供給が減少することによって生じる環境的欠乏：これは、環境容量、あるいは自然の再生産能力を超えた資源の消費や災害などに起因する。

2） 環境需要の増加による環境的欠乏：人口の増加や経済開発などに起因する。

3） 構造的な要因による環境的欠乏：偏った資源分配によって社会の内部において生じる稀少性である。

第二の「環境的欠乏と社会経済的要因の相互作用」には、次の二つがある。

· 「資源収奪」（Resource Capture）：稀少な、あるいは稀少化しつつある環境資源を通常の需要を超えて奪取すること

· 「生態学的周縁化」（Ecological Marginalization）：環境資源の稀少化の過程で社会的弱者が周縁に追いやられてしまうこと

ルワンダでは、人口圧力と過剰耕作で農地が疲弊していく中で、支配層は、優良農地や外国援助による肥料などの独占を試みる（資源収奪）、他方、貧しい農民は疲弊した土地において肥料もなく耕作を続けざるを得ず生態系を破壊していく（生態学的周縁化）。その結果、支配層とそれ以外の間の格差が拡がり、社会の分極化が進展する中で社会不安が高まる、支配層は既得権を維持しつつ人々の不満をそらすための捌け口を見つける必要が生じる、といったプロセスが1994年の大虐殺の前夜において進行した。

長い内戦を経て現在復興過程にあるカンボディアでは、内戦時に埋設された地雷を除去することによって土地の価値が高まるが、そのような土地は往々にして支配層によって収奪されてしまう（資源収奪）。その結果、これまでその土地で地雷と「共存」しながら細々と農業を続けていた貧しい人々は、その土地を追われ、小作に転じるか、あるいは、農作不適地に追いやられる（生態学的周縁化）。その結果、ルワンダと同様に社会の分極化が進むという状況が生まれている
。

ホーマー・ディクソンは、自然環境の変化と社会的変化が相互に作用して武力紛争に至る過程は、当該地域社会の置かれた個別の状況に依存し複雑多岐にわたり、その中で環境要因の重要性は相対化されるべきものであるという点を強調している。

第三のポイントは、「社会の問題解決能力」（Ingenuity）
である。環境的欠乏が社会に与える影響は必ずしも負の影響のみならず正の影響もあり得るが、ホーマー・ディクソンは、途上国においては、負の影響が正の影響を凌駕する可能性が高い、としたうえで、その理由を、「社会の問題解決能力に関するギャップ」、つまり、途上国が有する問題解決能力と途上国がおかれた状態において必要とされる能力の差異（Ingenuity Gap）に求めている。

これに対し、新古典派的な見地に立てば、環境資源の稀少性が高まることは、当該社会内部における技術革新や制度改革を促し、結果として社会の環境効率を高めることを通じて環境資源の稀少性という事態に対応しこれを克服していく、というように考えられる。1973年の第一次石油ショック後の日本における環境効率の上昇はこの典型であると言える。

しかし、ホーマー・ディクソンは、このような新古典派的な考え方は、貧しい国においては必ずしも通じないと主張している
。貧しい国には、必要な社会変革を実現するための能力が乏しい、というのがその理由である。具体的には、貧しい国における国家の体制や官僚制の未発達、司法制度の腐敗、弱小な研究施設、知的財産権制度の未発達、市場経済の未発達などが挙げられている。ホーマー・ディクソンは、この「差異」を静態的なものとしてでなく動態的に捉え、環境的欠乏をもたらす環境変化やこれと相乗する社会的影響が進展する「速度」と、これに対応する「社会の問題解決能力」（Ingenuity）の変化の速度との間の比較である、としている点、つまり、トインビー流に言えば、挑戦と応戦の変化の速度の比較として捉えようとしている点が注目されるべきところである
。

もちろん、途上国においても、環境資源の稀少性に対して適応してきた例は存在する。タンザニア南部のミオンボ・ウッドランドという植生帯に居住するマテンゴの人々は、他の民族との闘争に敗れ急峻な山地で30度以上の傾斜地を含め畑としているが、そこにおいて持続的農法を開発し伝統的にこれを踏襲してきている
。民族間の抗争に敗れ自然環境の異なる他の地域に移り住むことは容易ではなかったであろうが、自分たちの土地をむやみに荒廃させることは餓死を意味した。意図したか否かは別として、そのように追いつめられた状況の下における「技術開発」であったと推察される。これは、ホーマー・ディクソンのいう「環境的周縁化」にも拘わらず、これを克服した技術開発、あるいは社会的適応の例として理解することもできよう。ただし、この社会的適応に要した年月は相当程度に長く、現代社会において求められるような速度であったか否かという点は不明である。

「社会の問題解決能力」という概念及びこの能力に関する需要と供給の間の「ギャップ」という考え方は、複雑多岐にわたる環境と武力紛争のメカニズムにおいて、武力紛争の発生を予防し、あるいは抑制するために必要な取り組みを導出するうえで、重要な示唆を与えている。
４−３　環境安全保障

ここまで見てきたように、環境と平和は相互に影響を与え合っており密接な関係にあるが、更に、1980年代後半から、環境と平和の理念を取り入れた「環境安全保障」の考え方が頻繁に議論されるようになった。

第二次世界大戦終結前の1944年、フランクリン・ルーズベルト米国大統領（当時）は、「世界が現状をこれほどまでにわかっていないのには驚いている。自然保全は恒久平和の基盤である」と主張した
。ウルマン（Ullman 1983）は、冷戦時代を通じて、米国政府が国家安全保障の問題を軍事問題に限定して過度に狭く定義づけているために、軍事的脅威以外の重要な脅威に対処するための資源配分が疎かになっていることを指摘したうえで、環境問題を視野に入れた安全保障の再定義について論じた。

冷戦構造崩壊前夜の1988年は北米における記録的な猛暑もあり、環境問題、特に地球環境問題が世界の安全保障の枠組みを巡る議論に組み入れられた年となった。同年9月の国連総会において、シュワルナゼ・ソ連外相（当時）は、「通常の軍事手段を用いた防衛を基本とする国レベルや世界レベルの安全保障という伝統的な考え方」を早急に改めたうえで、生態学的安全保障（Ecological Security）を確保するための有効な決定ができるような、環境保障理事会（Environmental Council）の設置（UNEPの改組）を提案した。さらに２日後、カナダのマルルーニ首相（当時）は、同年6月に自ら主宰したトロント会議
の成果に立脚し、これからの新たな脅威は、貧困と環境問題であることを強調した
。この後、マシューズ（Mathews 1989）、ミッチ（Mische 1989）などによって、地球規模の視点で環境保全の重要性を訴えようとする立場から安全保障の再定義の議論が続けられた。更に、先進国の国益保護の立場から「環境破壊と、その結果生じる世界的・地域的安定によって、我が国の国益が脅かされるという新しい大きな危険性に取り組まなければならない」という主張もなされている
。

これらの議論に共通するのは、「国家に対する政治的もしくは軍事的な脅威のみを分析対象としてきた伝統的な安全保障の枠組みでは、新しい脅威としての重要性を増しつつある環境問題を正しく理解することも、それを解決することもできないと主張する点である」（山田1999）、とされる。

これに対して、デュドニー（Deudney 1995,1999）は、脅威の性格、脅威の範囲と源泉、意図及び対策の４点に関し、軍事問題と環境問題の違いを指摘したうえで、環境問題が伝統的な安全保障の枠組みに問い入れられることについては、環境問題の議論と国家中心の安全保障論の双方の側からともに望ましくないと主張している。環境問題の議論と伝統的な安全保障主義との基本的なスタンスの違いに関する分析は示唆に富む。この分析は、一方で、環境問題の重要性を世界に訴えるための手段として、「環境安全保障」という概念を用いようとしている論者の姿勢を批判しつつも、他方で、地球環境問題を典型とする環境問題に適切に対処するためには、従来の国家中心主義の論理では困難であり、国際社会における新たな行動原理とそのための枠組みが必要とされるという見解を、結果的に補強することにもなっている。地球環境問題は、地球市民全体が被害者であると同時に加害者である。国際社会が一体となって取り組まなければならない問題である。そこには、勝者と敗者の別はなく、人類社会全体が共存し得るか、あるいは、人類社会全体が崩壊する生態系と運命を共にするかのいずれかである。従って、主権国家間の競争を規定する論理とは根本的に異なる論理によって対処されるべき問題である、という点が、環境安全保障を巡る議論によって益々明らかにされつつある。

これらの議論から「環境安全保障」という概念が持つ意義は少なくとも二つあると言える。

第一は、人類に対する新たな脅威としての地球環境問題に対して国際社会全体の意識を高めるために貢献したという点である。

第二は、環境破壊による脅威を平和の破壊による脅威と並列に置いてみせることになったという点である。環境安全保障という概念は、もともとは、地球環境問題が与える人類全体への脅威に対する危機感から発したものではあるが、結果的にこれにとどまらなかった。この概念は、先述の「人間の安全保障」の概念と相俟って、人々の生命と生活に対する種々の脅威を相対化させそれらの脅威全体の鳥瞰を容易にすることに寄与した。更に、これから将来に向けて、環境と平和を巡る諸問題を包含する新たな認識と行動の枠組みの必要性についての議論を喚起することに繋がるものであるとも言える。

� 1975年のジュネーブ軍縮会議において米ソにより提案された「環境改変技術の軍事その他敵対的利用の禁止に関する条約」（1978年発効）は、「広範な、長期的な、又は、深刻な効果をもたらすような環境改変技術の軍事利用」等は行わない旨規定している。しかし、その実効性については、ユーゴ空爆が示すとおりである。また、1963年に、米英ソ３国によって調印された部分的核実験禁止条約は、その前文で、「放射線物質による人類の環境汚染を終始させる」と規定しており、地球環境に関する最初の協定であると言われている。（Depuy,& Hammerman, 1973）


� 富山（2000）。激戦のあったクアンチ省では現在でもその乏しい省政府の予算の多くを障害児対策のために充てている。同省で枯れ葉剤を浴びた住民から1997年にも顔の半分がない障害児が生まれている。


� これらの環境被害が、貧しい人々の居住地や軍事的な立場の弱い国・地域において顕在化している点も注目すべきである。マイケル・レンナー（1993）は、軍事に関連する活動全般が「自然に対する戦争」であるとして、米国や旧ソ連が両国の内外の軍事施設がもたらした環境破壊の実態を報告している。この報告では、環境被害は、米国内では低所得者層の居住地に集中していること、また、米国外の基地については、米国の国家環境政策法による環境影響報告の適用を受けず、日本、韓国、フィリピン（スービック湾）などの環境汚染について何ら実効的な規制ができない状態であることなども指摘している。


� ルワンダ及びカンボディアに関しては第６章参照


� Ingenuityとは、通常、発明の才や巧みさを意味する。しかし、ホーマーディクソンの定義：「技術的社会的問題を実践的に解決するために適用されるアイデア」に鑑み、本稿ではとりあえず上述の訳語を当てることとする。


� Homer-Dixon (1999) p181


�トインビー（1975）は、文明は自然環境と協調していく人類の一つの状態であり、進歩への意欲をもたらす根本要因として「挑戦と応戦」という相互作用があるというの考え方を示している。


� JICA（1998）


� マコーミック1998、p34。ただし、この主張は当時の政府の具体的な政策に反映されるには至らなかった。


� 「変わりつつある大気　地球安全保障にとっての意味に関する国際会議」。地球温暖化の問題が科学者以外の手により、しかも高い政治レベルにおいて世界で初めて取り上げられた会議であるとされている。（米本1994、pp48-49）


� 米本（1994）、pp51-53


� 1994年、スタンフォード大学におけるクリストファー米国国務長官の演説（ポステル2000p179）
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